
図１ 自賠責保険(強制保険)と自動車保険(任意保険)

■自動車事故による損害を補償する保険制度には、人身事故による被害者の損害を補償する自賠責保険(強制保険)と

自賠責保険では補償されない損害を補償する自動車保険(任意保険)がある。自動車保険(任意保険)では、以下の補

償内容の組み合わせによって様々な商品が発売されている。

＊契約内容によっては「契約の自動車に搭乗中の自動車事故」のみが対象となる場合もある。

衝突、接触、盗難などにより契約
した自動車に損害が生じたとき

自動車事故で他人の車や建物など
の財物を壊し、損害賠償責任を
負ったとき

支払われる場合の例

自動車事故で自身や家族または自
分の車の搭乗者が死傷したとき

自動車事故で他人を死傷させ、損
害賠償責任を負ったとき

※対象となる事故や支払われる額

により保険が分かれている。

対人賠償責任保険は自賠責保険の

保険金限度額を超えるとき

自賠責保険(※１強制保険)は車検制度とリンクさせるこ

とにより、強制付保の実効を確保しており、※２ノーロ
ス・ノープロフィットの原則の下、低廉な保険料で一定
の※３保険金限度額までの補償を提供している。

※１ 強制保険

自動車(原動機付自転車を含む)を運行する場合には、自賠責保

険の契約が義務付けられている。

※２ ノーロス・ノープロフィットの原則

「能率的な経営の下における適正な原価を償う範囲内ででき

る限り低いものでなければならない」ことが自賠法に規定さ

れており、保険料の算出にあたっては、利潤や不足が生じな

いように算出する。

※３ 保険金限度額

保険会社が支払う保険金の限度額が法令によって以下のよう
に定められている。

損害の種類 損害の内容
保険金限度額
(被害者１名あたり)

傷害による損害
治療関係費、文書料、

休業損害、慰謝料等
120万円

後遺障害による

損害
逸失利益、慰謝料等

後遺障害の程度に

より75～4,000万円

死亡による損害
葬儀費、逸失利益、

慰謝料
3,000万円

対象となる事故

支払われる額契約の自動車に

搭乗中の自動車事故

左記以外の

自動車事故
人身傷害保険 ○＊ 実際に生じた損害の額（保険約款に定められた基準により算定）

搭乗者傷害保険
○ × 実際に生じた損害の額によらず、保険契約者が設定した金

額に応じた額
自損事故保険 ○(自損事故のみ) × 実際に生じた損害の額によらず、保険約款に定められた額

無保険車傷害保険

○＊

(相手自動車が保険契約をしていない等により、

十分な補償が受けられないときのみ。また、死

亡した場合、後遺障害が生じた場合に限る。)

相手方の法律上の損害賠償責任の額のうち、自賠責保険や

対人賠償責任保険などから支払われる額を超える額

日本の自動車保険制度は、自賠法で加入することが義務付けられている自賠責保険 (強制保険)とドライバーが任意に加入する
自動車保険(任意保険)との二本立てになっている。自賠責保険は被害者に対する基本的な補償を提供し、被害者の損害が自賠
責保険の支払額を超える場合に任意対人賠償責任保険から上乗せして支払うこととなっている。任意自動車保険では、保険契
約者間の保険料負担の公平性を確保するため料率区分をより細分化しており、リスクに見合った保険料が設定されている。
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図３ 交通事故死傷者数と自賠責保険(強制保険)の支払

件数の推移

■死者数、負傷者数は、交通事故、自賠責保険(強制保

険)のいずれにおいても減少傾向にて推移している。

出典：損害保険料率算出機構「自動車保険の概況(2020年度)」および
警察庁「令和２年中の交通事故の発生状況」

表１ 交通事故による高額賠償判決例

■人身事故、物損事故共に１億円を超える高額な賠償

事例があることから、対人賠償責任保険、対物賠償

責任保険における保険金額を無制限とした契約（保

険金に上限を設けない契約）の割合は、それぞれ

99.6%、95.0％と高くなっている。

人身事故 物損事故

認定総損害額 判決年月日 認定総損害額 判決年月日

52,853万円 2011.11.1 26,135万円 1994.7.19

45,381万円 2016.3.30 13,450万円 1996.7.17

45,375万円 2017.7.18 12,036万円 1980.7.18

出典：損害保険料率算出機構「自動車保険の概況(2020年度)」

図２ 自賠責保険(強制保険)と自動車保険(任意保険)の

料率区分

■料率区分には大きく分けて属性によるリスクの大き

さを保険料に反映するための区分と補償範囲等の広

さによるリスクの大きさを保険料に反映するための

区分がある。

図４ 自動車保険(任意保険)の収入保険料と支払保険金

の推移

出典：損害保険料率算出機構「自動車保険の概況(2020年度)」

※収入保険料には経費等に充てられる部分も含む。

図５ 自動車保険（任意保険）の付保台数の推移

■保有車両数の増加に伴い、特に軽四輪乗用車の付保

台数の伸びが大きい。

出典：損害保険料率算出機構「自動車保険の概況(2020年度)」

※上図の数値は、対人賠償責任保険の付保台数である。用途・
車種合計には、上記、自家用普通・小型乗用車、軽四輪乗用
車以外の用途・車種（営業用自動車、貨物自動車等）が含まれる。

区 分

属
性

地域
離島以外（沖縄を除く）、離島（沖縄を除く）、
沖縄本島、沖縄離島に区分

用途・
車種

自動車の利用目的(自家用・事業用等)や種類(乗
用・貨物、普通・小型・軽等)で区分

補
償

範
囲
等

保険
期間

自動車の車検期間に応じて５日、１～37か月、
48・60か月に区分

[自賠責保険（強制保険）の料率区分]

区 分（例）＊

属

性

用途・車種
自動車の利用目的(自家用・事業用等)や種
類(乗用・貨物、普通・小型・軽等)で区分

料率クラス等
各型式の保険実績により区分。さらに、Ａ
ＥＢ(衝突被害軽減ブレーキ)の有無や新車
か否かにより区分

主な運転者の
年齢

主な運転者の年齢により区分※４（下記、
年齢条件が「26歳以上」の場合のみ）

等級

前の契約の有無、適用等級、事故の有無・件数
に応じて、１～20等級に区分(７～20等級は、さ
らに過去の無事故年数に応じて無事故契約者と
事故有契約者に区分)

補
償
範
囲
等

保険金額等 保険金額や免責金額の額によって区分

年齢条件 補償対象の運転者の年齢範囲に応じて区分※４

運転者限定
補償対象とする運転者の範囲に応じて
「本人・配偶者に限定する場合」および
「運転者を限定しない場合」に区分

[自動車保険（任意保険）の主な料率区分]

※４「主な運転者」と「補償対象の運転者」の年齢に応じ、以下のイメー
ジ図のように保険料が異なる。主な運転者の年齢別の保険料に関しては、
相対的に高齢者層の保険料が高くなっている。また、補償対象の運転者

の年齢範囲を狭くするにつれ、保険料は安くなる。なお、「26歳以上」
の契約がほぼ９割を占めている。

＊上表は損害保険料率算出機構が算出している参考純率の主な料率区分で
あり、損保会社は独自に料率区分を設定している。

26歳以上

30代 40代 50代 60代 70歳
以上

26歳
～29歳

問わ
ない

21歳
以上

問わ
ない

21歳
以上

保険料が

高い

安い

主な運転者

の年齢

補償対象の
運転者の年齢
（年齢条件）
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https://www.giroj.or.jp/publication/outline_j/j_2020.pdf#view=fitV
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00130002&tstat=000001027457&cycle=7&year=20200&month=0&tclass1val=0
https://www.giroj.or.jp/publication/outline_j/j_2020.pdf#view=fitV
https://www.giroj.or.jp/publication/outline_j/j_2020.pdf#view=fitV
https://www.giroj.or.jp/publication/outline_j/j_2020.pdf#view=fitV

